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1．国境の壁建設費用

今回のテーマ

2019年2月21日 ご参考資料

米国の「非常事態宣言」、市場への影響は？

2月15日、メキシコとの国境の壁の建設費用を議会の承認を得

ずに確保するため、トランプ米大統領が「非常事態宣言」に署名

しました。今回は、非常事態宣言に至った経緯や、市場への影

響などについて調べてみました。
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2016年の米大統領選において、トランプ氏はメキシコからの不法

移民の流入や違法薬物の密輸などを問題視し、米国とメキシコの

国境に壁を建設することを公約として掲げました。

トランプ大統領は、当初メキシコ側に建設費用を負担させる考え

を示していたものの、足元では連邦政府の予算で費用を確保する

よう議会に求めており、野党・民主党と激しく対立しています。な

お、予算に計上すると、納税者である国民への負担になるとの批

判に対して、同大統領は、最終的には、新たな通商協定を通じてメ

キシコが間接的に建設費用を支払うことになると主張しています。

こうしたなか、2019会計年度（18年10月～19年9月）に入り、同年

度の予算については、当初、壁建設の費用を含まない暫定予算で

運営されていました。暫定予算の期限である18年12月21日が近付

くなか、トランプ大統領は壁建設費用である約57億米ドルを予算に

計上するよう求め、下院はこの案を通したものの、上院に拒否さ

れ、新たな予算案が成立しないまま暫定予算は期限を迎えて失効

し、12月22日以降、米政府機関の一部が閉鎖されました。

この閉鎖は35日間と過去最長となり、政府職員に給料が支払わ

日興アセットマネジメン

トの新人。営業推進部

門に配属され、投信や

経済について勉強中。

米国では、与野党の合意

が得られず、予算案が成

立しない場合は、一定期

間有効な暫定予算を組み

ます。しかし、暫定予算の

期限内に本予算（もしくは

新たな暫定予算）が成立し

ない場合は、政府機関の

活動に必要な予算を手当

てできず、一部機関を除き、

政府機関が閉鎖されること

になります。

（次のページヘ続きます）
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トランプ大統領が新たな手札として出した非常事態宣言。

「禁じ手」とされるだけに、今後の行方が気になりますね。

2．非常事態宣言

2月15日、トランプ大統領は予算案に署名するとともに、「国家非

常事態」を宣言する文書にも署名しました。

米国には、国家が非常事態に直面した際に、大統領が非常事態

を宣言することで、議会の承認を得ずに予算の手当てなどが出来

ることを定めた「国家非常事態法」という法律があります。トランプ

大統領は、メキシコ国境から犯罪者や違法薬物が流入する状況が

非常事態にあたると主張し、議会の承認を得ずに壁建設の費用を

確保しようとしています。

2020年の次期大統領選挙での再選をめざすトランプ大統領に

とって、壁建設は支持層に対する重要な公約と考えられます。一方

で、建設費用の予算計上を巡る対立で政府機関が長期間閉鎖した

ことで、同氏の支持率は足元で低下しました。そのため、同氏は

「壁建設費用の確保」と「政府機関閉鎖の回避」を両立させるため

に、こうした行動を取ったと考えられます。

民主党や州政府は、国境問題は非常事態ではなく、今回の宣言

は大統領の権力乱用で違憲にあたると主張し、裁判所に提訴する

動きをみせており、トランプ大統領も法廷で争う構えを示していま

す。法廷闘争でどちらが勝利するかは不透明ですが、仮に非常事

態として認められ、巨額な壁建設費用に予算が割かれて他分野の

予算が減額されれば、経済にマイナスに働くことが懸念されます。

一方、壁建設費用の問題が宣言により棚上げされたことで、政府

機関の閉鎖が当面回避されることは、金融市場にとってポジティブ

との見方もあります。ただし、今回の宣言で与野党の対立が一段と

激化し、3月1日に期限を迎える政府債務上限の引き上げで合意が

得られない可能性など、依然として政局混乱の火種は残っており、

引き続き米政治の動向には注意が必要と考えられます。

れないなど行政が混乱したほか、一部の経済活動にも影響を与え

たとみられています。結局、トランプ大統領が譲歩する形で、壁建

設費用を含まない新たな暫定予算が、2月15日までの期限付きで

成立、政府機関閉鎖は解除されました。

その後、再び期限が迫るなか、2月14日、議会は約57億米ドルの

費用計上は認めなかったものの、再度の閉鎖を避けるため、約14

億米ドルのフェンスなどの障壁建設費用を含む予算案を承認し、ト

ランプ大統領も15日に同案に署名、再度の閉鎖は免れました。

1976年の国家非常事態

法の成立以来、米国では

50程度の非常事態宣言が

発動されており、宣言自体

は珍しいものではありませ

ん。しかし、過去の宣言は

同時多発テロや新型インフ

ルエンザなどに関するもの

で、今回のような宣言は異

例とみられています。ただ

し、「非常事態」には明確

な定義がないために、大統

領の裁量権が優先される

可能性も考えられます。


